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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第131期
第３四半期
累計期間

第132期
第３四半期連結
累計期間

第131期
第３四半期
会計期間

第132期
第３四半期連結
会計期間

第131期
事業年度

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 11,749,84614,612,8684,024,3275,443,35115,815,531

経常利益 (千円) 190,008 313,444 119,851 89,825 282,664

四半期(当期)純利益 (千円) 105,683 172,929 71,586 55,581 158,269

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) 9,802 ― 17,415 ― 24,710

資本金 (千円) ― ― 207,000 ― 207,000

発行済株式総数 (千株) ― ― 4,140 ― 4,140

純資産額 (千円) ― ― 2,300,5843,409,4472,375,874

総資産額 (千円) ― ― 12,209,33214,817,57411,703,759

１株当たり純資産額 (円) ― ― 557.28 874.36 575.58

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 25.60 44.35 17.34 14.25 38.34

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 7.50

自己資本比率 (％) ― ― 18.8 23.0 20.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 212,775 895,251 ― ― 342,052

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △31,398△401,951 ― ― △82,736

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 114,486 △7,745 ― ― △226,643

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,222,4221,444,622959,250

従業員数 (名) ― ― 218 322 218

(注) １  第132期は第３四半期連結会計期間より連結財務諸表等を作成しているため、第131期第３四半期連結累計(会

計)期間及び第131期連結会計年度に代えて、第131期第３四半期累計(会計)期間及び第131期事業年度につい

て記載しております。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４  従業員数は就業人員数を記載しております。

５  第131期の１株当たり配当額７円50銭には、特別配当２円50銭を含んでおります。

　

EDINET提出書類

大日本木材防腐株式会社(E00623)

四半期報告書

 2/43



　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において連結子会社が増加したことに伴い、当社及び当社の関係会社におい

て営まれている事業に新たに物流事業が加わりました。

また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

　

名称 住所
資本金又は
出資金（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

関係内容

（連結子会社）
東洋陸運㈱
 
 

愛知県小牧市
 

60,000
 

物流事業
 

100.0
 

 
役員の兼任  ３名
当社商製品の運送業
務を行っておりま
す。

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２  特定子会社であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 322

(注)  従業員数は就業人員数であり、当社グループから当社グループ外への出向者、当社グループ外から当社グループ

への出向者はおりません。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 238

(注)  従業員数は就業人員数であり、当社から他社への出向者、他社から当社への出向者はおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

木材事業 1,571,231 ―

その他 81,639 ―

合計 1,652,870 ―

(注) １  金額は、製品製造原価によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

木材事業 2,422,275 ―

合計 2,422,275 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

木材事業 1,020,660 ― 397,248 ―

その他 39,104 ― 456 ―

合計 1,059,765 ― 397,705 ―

(注) １  「木材事業」「その他」の一部については受注生産によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

木材事業 4,681,392 ―

物流事業 551,484 ―

不動産事業 56,205 ―

その他 154,269 ―

合計 5,443,351 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

前第３四半期会計期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりま

せん。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長や政府による経済対策などによ

り、企業収益に改善の兆しが見られたものの、為替レートの変動やデフレの継続等先行き不透明な状況が

続きました。

木材業界におきましては、建築資材の需要に影響を与える新設住宅着工戸数は本格的な回復には至っ

ていないものの、低金利や住宅ローン減税などの住宅投資促進政策の効果もあり前年同期に比べわずか

ながら増加し、当業界に特に関係が深い持家や戸建分譲住宅も徐々に持ち直しの兆しが表れております。

このような状況のなか、当社グループは積極的な営業活動による拡販に努めてまいりました。この結

果、売上高は54億4千3百万円、営業利益は6千2百万円、経常利益は8千9百万円、四半期純利益は5千5百万円

となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

木材事業では、主に木造戸建住宅の構造材を扱っております。戸建住宅市場の回復傾向を受け、現地挽

輸入木材製品や邸別プレカット部材の売上が好調で、売上高は46億8千1百万円、セグメント利益は4千万

円となりました。

物流事業では、運送事業及び荷役事業を行っております。売上高は5億5千1百万円、セグメント利益は6

百万円となりました。

不動産事業では、賃貸用倉庫や賃貸用マンション等の賃貸業を行っております。売上高は5千6百万円、

セグメント利益は1千9百万円となりました。

その他では、木材害虫防除関連事業を行っております。売上高は1億5千4百万円、セグメント利益は7百

万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

①  流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は75億9千3百万円となりました。そのうち主は

ものは受取手形及び売掛金が43億3千4百万円、現金及び預金が15億4百万円であります。

②  固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は72億2千4百万円となりました。そのうち主な

ものは建物及び構築物が27億7千6百万円、土地が22億5千3百万円であります。

③  流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は98億5千万円となりました。そのうち主なもの

は支払手形及び買掛金が61億6千万円、短期借入金が32億7千5百万円であります。

④  固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は15億5千7百万円となりました。そのうち主な

ものは長期借入金が9億3千6百万円であります。

⑤  純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は34億9百万円となりました。そのうち主なものは

利益剰余金が32億2千2百万円であります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況
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当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動による資金の増加は6億5

百万円、投資活動による資金の減少は3億4千1百万円、財務活動による資金の減少は3千7百万円となり、そ

の結果、現金及び現金同等物の残高は14億4千4百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は6億5百万円となりました。これ

は主に仕入債務の増加額6億6千1百万円があったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は3億4千1百万円となりました。こ

れは主に連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出3億1千5百万円があったこと等による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は3千7百万円となりました。これ

は主に短期借入金の純増加額9千6百万円があったものの、長期借入金の返済による支出1億2千8百万円

があったこと等によるものです。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は7,395千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除去等について、重要な変更並びに重要な設

備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,560,000

計 16,560,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,140,000 4,140,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 4,140,000 4,140,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 4,140 ― 207,000 ― 4,299

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、平成22年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

12,000
(相互保有株式)
普通株式

778,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,310,000
3,310 ―

単元未満株式
普通株式

40,000
― ―

発行済株式総数 4,140,000― ―

総株主の議決権 ― 3,310 ―

(注)  単元未満株式数には、大日コンクリート工業株式会社保有の相互保有株式839株及び当社保有の自己保有株式221

株が含まれています。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大日本木材防腐株式会社
 

名古屋市港区千鳥
一丁目３番17号

12,000 ― 12,000 0.29

(相互保有株式)
大日コンクリート工業
株式会社

名古屋市中区栄
二丁目９番26号

778,000 ― 778,000 18.79

計 ― 790,000 ― 790,000 19.08

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

最低(円) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(注)  最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　
(2) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　
(3) 当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで)に係る四半期連結損益計算書並びに前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第３四半期会計

期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで)に係る四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで)に係る四半期キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　
(4) 当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度(平成21年４

月１日から平成22年３月31日まで)に係る要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度(平成21年４月１日

から平成22年３月31日まで)に係る要約貸借対照表を記載しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当

第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、栄監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】
【当第３四半期連結会計期間末】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,504,622

受取手形及び売掛金 ※２
 4,334,065

商品及び製品 1,029,181

仕掛品 29,236

原材料及び貯蔵品 408,238

未成工事支出金 96,005

その他 262,016

貸倒引当金 △70,200

流動資産合計 7,593,165

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 2,776,056

土地 2,253,030

その他（純額） ※１
 296,006

有形固定資産合計 5,325,093

無形固定資産

のれん 225,503

その他 15,883

無形固定資産合計 241,386

投資その他の資産

その他 1,772,477

貸倒引当金 △114,549

投資その他の資産合計 1,657,927

固定資産合計 7,224,408

資産合計 14,817,574

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 6,160,798

短期借入金 3,275,653

未払法人税等 60,998

賞与引当金 78,289

その他 274,538

流動負債合計 9,850,276

固定負債

長期借入金 936,099

退職給付引当金 179,225

役員退職慰労引当金 144,242

資産除去債務 9,284

その他 288,998

固定負債合計 1,557,849

負債合計 11,408,126
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 207,000

資本剰余金 4,491

利益剰余金 3,222,513

自己株式 △99,183

株主資本合計 3,334,822

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 80,257

繰延ヘッジ損益 △5,632

評価・換算差額等合計 74,625

純資産合計 3,409,447

負債純資産合計 14,817,574

EDINET提出書類

大日本木材防腐株式会社(E00623)

四半期報告書

13/43



【前事業年度末】
(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,037,250

受取手形及び売掛金 3,037,882

商品及び製品 856,822

仕掛品 24,247

原材料及び貯蔵品 408,248

未成工事支出金 79,315

繰延税金資産 51,918

その他 168,196

貸倒引当金 △60,400

流動資産合計 5,603,483

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 2,861,534

土地 2,206,729

その他（純額） ※１
 275,858

有形固定資産合計 5,344,121

無形固定資産 36,762

投資その他の資産

投資有価証券 467,250

その他 369,441

貸倒引当金 △117,300

投資その他の資産合計 719,391

固定資産合計 6,100,276

資産合計 11,703,759

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,196,533

短期借入金 3,123,524

未払法人税等 93,331

賞与引当金 95,104

その他 198,308

流動負債合計 7,706,800

固定負債

長期借入金 1,052,603

退職給付引当金 143,075

役員退職慰労引当金 128,873

長期預り保証金 81,233

繰延税金負債 167,797

その他 47,502

固定負債合計 1,621,084

負債合計 9,327,884
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(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 207,000

資本剰余金 4,491

利益剰余金 2,060,528

自己株式 △5,144

株主資本合計 2,266,874

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 100,565

繰延ヘッジ損益 8,433

評価・換算差額等合計 108,999

純資産合計 2,375,874

負債純資産合計 11,703,759
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 14,612,868

売上原価 12,929,568

売上総利益 1,683,299

販売費及び一般管理費 ※１
 1,420,298

営業利益 263,001

営業外収益

受取利息 176

受取配当金 8,781

為替差益 11,189

持分法による投資利益 54,692

雑収入 13,094

営業外収益合計 87,933

営業外費用

支払利息 29,868

手形売却損 7,086

雑損失 534

営業外費用合計 37,489

経常利益 313,444

特別損失

固定資産除却損 22,513

投資有価証券評価損 9,415

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,310

特別損失合計 38,239

税金等調整前四半期純利益 275,205

法人税等 ※２
 102,275

少数株主損益調整前四半期純利益 172,929

四半期純利益 172,929
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 11,749,846

売上原価 10,341,746

売上総利益 1,408,100

販売費及び一般管理費 ※１
 1,221,996

営業利益 186,103

営業外収益

受取利息 183

受取配当金 16,866

為替差益 16,331

助成金収入 12,502

雑収入 6,367

営業外収益合計 52,251

営業外費用

支払利息 36,392

手形売却損 9,044

雑損失 2,908

営業外費用合計 48,346

経常利益 190,008

特別損失

投資有価証券評価損 2,227

特別損失合計 2,227

税引前四半期純利益 187,780

法人税等 ※２
 82,097

四半期純利益 105,683
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【当第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 5,443,351

売上原価 4,863,955

売上総利益 579,396

販売費及び一般管理費 ※１
 516,585

営業利益 62,811

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 4,026

持分法による投資利益 29,171

雑収入 7,415

営業外収益合計 40,619

営業外費用

支払利息 9,684

手形売却損 2,410

為替差損 1,475

雑損失 34

営業外費用合計 13,604

経常利益 89,825

特別損失

固定資産除却損 127

投資有価証券評価損 1,470

特別損失合計 1,597

税金等調整前四半期純利益 88,227

法人税等 ※２
 32,646

少数株主損益調整前四半期純利益 55,581

四半期純利益 55,581
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【前第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,024,327

売上原価 3,496,317

売上総利益 528,010

販売費及び一般管理費 ※１
 409,734

営業利益 118,276

営業外収益

受取利息 15

受取配当金 9,213

為替差益 3,102

助成金収入 2,190

雑収入 2,137

営業外収益合計 16,658

営業外費用

支払利息 11,905

手形売却損 2,604

雑損失 573

営業外費用合計 15,083

経常利益 119,851

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 7,345

特別利益合計 7,345

税引前四半期純利益 127,196

法人税等 ※２
 55,610

四半期純利益 71,586
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 275,205

減価償却費 198,210

のれん償却額 17,342

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,900

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,497

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,588

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,119

受取利息及び受取配当金 △8,957

支払利息 29,868

持分法による投資損益（△は益） △54,692

固定資産除却損 22,513

投資有価証券評価損益（△は益） 9,415

売上債権の増減額（△は増加） △809,738

たな卸資産の増減額（△は増加） △193,468

仕入債務の増減額（△は減少） 1,632,953

未収消費税等の増減額（△は増加） △5,601

未払消費税等の増減額（△は減少） △65,181

その他 57,665

小計 1,060,468

利息及び配当金の受取額 19,510

利息の支払額 △29,016

法人税等の支払額 △155,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 895,251

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △90,000

定期預金の払戻による収入 108,000

投資有価証券の取得による支出 △178

投資有価証券の売却による収入 135

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※２

 △315,994

有形固定資産の取得による支出 △91,787

有形固定資産の除却による支出 △11,730

無形固定資産の取得による支出 △360

その他 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー △401,951

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 196,000

長期借入れによる収入 350,000

長期借入金の返済による支出 △510,375

リース債務の返済による支出 △12,441

配当金の支払額 △30,928

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,745

現金及び現金同等物に係る換算差額 △182

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 485,371

現金及び現金同等物の期首残高 959,250

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,444,622
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 187,780

減価償却費 206,018

のれん償却額 6,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64,800

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,674

退職給付引当金の増減額（△は減少） 717

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,020

受取利息及び受取配当金 △17,049

支払利息 36,392

投資有価証券評価損益（△は益） 2,227

売上債権の増減額（△は増加） △574,855

たな卸資産の増減額（△は増加） 602,569

仕入債務の増減額（△は減少） 9,106

未収消費税等の増減額（△は増加） 26,660

未払消費税等の増減額（△は減少） 59,937

その他 △133,834

小計 298,177

利息及び配当金の受取額 17,047

利息の支払額 △35,228

法人税等の支払額 △67,220

営業活動によるキャッシュ・フロー 212,775

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △86,000

定期預金の払戻による収入 96,000

投資有価証券の取得による支出 △138

有形固定資産の取得による支出 △35,859

有形固定資産の売却による収入 51

無形固定資産の取得による支出 △1,250

その他 △4,202

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,398

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 451,000

長期借入れによる収入 150,000

長期借入金の返済による支出 △447,397

リース債務の返済による支出 △8,091

配当金の支払額 △31,024

財務活動によるキャッシュ・フロー 114,486

現金及び現金同等物に係る換算差額 △110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 295,753

現金及び現金同等物の期首残高 926,669

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,222,422
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変

更

(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ863千円減少し、税金等調整前四半期純利益は7,174千円減少しておりま

す。

 
(2) 企業結合に関する会計基準等の適用

当第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号  平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第23号  平成20年12月26日）、「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号  平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年12月26日公表

分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日）を適用しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１  棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

当社は当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりです。

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数    １社

連結子会社の名称  東洋陸運株式会社

平成22年10月１日付で東洋陸運株式会社の全株式を取得し、連結子会社とし

ております。

２  持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の関連会社数  １社

大日コンクリート工業株式会社

(2) 持分法非適用会社

関連会社

システム泰斗有限会社

持分法非適用会社は四半期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の適用範囲から除外しております。

３  連結子会社の四半期決算日

等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

４  会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

ａ  満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

ｂ  その他有価証券

時価のあるもの

四半期連結決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②  デリバティブ等

ａ  デリバティブ

時価法

③  たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おります。

ａ  商品・未成工事支出金

個別法による原価法

ｂ  製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法
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　 当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

４  会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

ａ  賃貸物件

定額法

ｂ  上記以外

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物  ・・・・・  ８～50年

機械及び装置  ・・・  ８年

②  無形固定資産（リース資産を除く）

ａ  ソフトウェア（自社利用分）

社内における見込利用可能期間（５年）による定額法

③  リース資産

ａ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④  長期前払費用

定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

②  賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

③  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当四半期連結会計期間末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末において発

生していると認められる額を計上しております。

④  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結会計期間

末要支給額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①  完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
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　 当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

４  会計処理基準に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外

貨建金銭債務については振当処理を、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理を行っております。

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象）

為替予約取引    外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

金利スワップ    借入金利息

③  ヘッジ方針

将来の為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにヘッジを

行っており、投機的な取引は行わない方針であります。

④  ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計額とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計額とを比較し、両者の変動額等を基礎に判定し

ております。

なお、振当処理を行っている為替予約及び特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑤  その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

ヘッジ会計に係る契約締結業務は「社内管理規程」において経理グ

ループが担当しております。

(6) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①  消費税等の取扱い

消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。

５  のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しております。

６  四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 5,502,193千円

受取手形割引高 930,937千円

※２  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 54,899千円

支払手形 562,268千円

受取手形割引高 119,535千円

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 5,137,029千円

受取手形割引高 840,989千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

給料 496,186千円

発送運賃 356,499千円

賞与引当金繰入額 27,740千円

退職給付費用 17,147千円

貸倒引当金繰入額 14,690千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,119千円

※２  税金費用については、四半期連結財務諸表の作成

に特有の会計処理により計算しているため、法人

税等調整額は「法人税等」に含めて表示しており

ます。

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

給料 434,307千円

発送運賃 307,042千円

賞与引当金繰入額 21,290千円

退職給付費用 16,463千円

貸倒引当金繰入額 1,481千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,279千円

※２  税金費用については、四半期財務諸表の作成に特

有の会計処理により計算しているため、法人税等

調整額は「法人税等」に含めて表示しておりま

す。
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当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

給料 212,688千円

発送運賃 126,685千円

賞与引当金繰入額 27,740千円

退職給付費用 4,669千円

貸倒引当金繰入額 10,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,877千円

※２  税金費用については、四半期連結財務諸表の作成

に特有の会計処理により計算しているため、法人

税等調整額は「法人税等」に含めて表示しており

ます。

　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

給料 171,359千円

発送運賃 106,506千円

賞与引当金繰入額 21,290千円

退職給付費用 3,087千円

貸倒引当金繰入額 4,927千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,127千円

※２  税金費用については、四半期財務諸表の作成に特

有の会計処理により計算しているため、法人税等

調整額は「法人税等」に含めて表示しておりま

す。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 1,504,622千円

計 1,504,622千円

預入期間が３か月超の定期預金 △60,000千円

現金及び現金同等物 1,444,622千円

※２  株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

流動資産 505,419千円

固定資産 93,328千円

のれん 226,845千円

流動負債 △422,605千円

固定負債 △59,988千円

子会社株式の取得価額 343,000千円

子会社現金及び現金同等物 △27,005千円

子会社株式取得のための支出 315,994千円
 

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 1,282,422千円

計 1,282,422千円

預入期間が３か月超の定期預金 △60,000千円

現金及び現金同等物 1,222,422千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,140,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 240,654

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 30,958 7.5平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前事業年度末残高 207,000 4,491 2,060,528△5,144 2,266,874

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額

　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △30,958　 △30,958

関連会社への持分法適用に
伴う増加高

　 　 1,020,014△94,038 925,976

四半期純利益 　 　 172,929　 172,929

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額合計

― ― 1,161,985△94,0381,067,947

当第３四半期連結会計期間末残高 207,000 4,491 3,222,513△99,1833,334,822
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、商製品・サービス別に、「木材事業」、「物流事業」及び「不動産事業」を報告セグメントとし

ております。各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。

木材事業    ・・・・木造住宅用防腐土台及び鉄道用枕木の製造・販売、柱や梁等の構造材、２×

４住宅用のランバー及び合板の販売、木造軸組プレカット部材及び２×４パ

ネルの加工・販売、戸建住宅の建築施工の請負等を行っております。

物流事業    ・・・・運送事業及び荷役事業を行っております。

不動産事業  ・・・・ 倉庫・マンション等の賃貸を行っております。

　

EDINET提出書類

大日本木材防腐株式会社(E00623)

四半期報告書

31/43



　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３木材事業 物流事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客へ
  の売上高

13,425,486551,484170,15414,147,125465,74214,612,868 ― 14,612,868

  セグメント間の
  内部売上高
  又は振替高

― 137 ― 137 ― 137 △137 ―

計 13,425,486551,621170,15414,147,262465,74214,613,005△137 14,612,868

セグメント利益 190,467 6,910 58,568 255,946 18,396 274,343△11,342 263,001

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、薬剤事業であります。

２．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額△137千円はセグメント間取引消去であり、セグメント利益の

調整額△11,342千円はのれん償却額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３木材事業 物流事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客へ
  の売上高

4,681,392551,484 56,2055,289,081154,2695,443,351 ― 5,443,351

  セグメント間の
  内部売上高
  又は振替高

― 137 ― 137 ― 137 △137 ―

計 4,681,392551,621 56,2055,289,218154,2695,443,488△137 5,443,351

セグメント利益 40,831 6,910 19,021 66,764 7,389 74,153△11,342 62,811

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、薬剤事業であります。

２．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額△137千円はセグメント間取引消去であり、セグメント利益の

調整額△11,342千円はのれん償却額であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
３  報告セグメントの変更等に関する事項

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

当社は、従来「木材事業」及び「不動産事業」の２つを報告セグメントとしておりましたが、当第３四

半期連結会計期間より、「木材事業」、「物流事業」及び「不動産事業」の３つに変更しております。

この変更は、当第３四半期連結会計期間より東洋陸運株式会社を連結子会社としたことに伴い、「物流

事業」が新たに報告セグメントに加わったことによるものです。

　
４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

取得による企業結合

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、

結合後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠

①  被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称    東洋陸運株式会社

事業の内容          一般貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業

②  企業結合を行った主な理由

当社は住宅用木材部材の販売を主たる事業としておりますが、当事業に関係の深い新設住宅着工

戸数は本格的な回復に至らず、厳しい経営環境が続いております。このような状況下、当社は生産、販

売及び物流体制を整備し、企業競争力を高めることを目指してきました。

こうしたなか、経営基盤の拡充及び将来の事業展開等において、東洋陸運株式会社の全株式を取得

し、子会社とすることが有用と判断しました。

③  企業結合日

平成22年10月１日

④  企業結合の法的形式

株式取得

⑤  結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

⑥  取得した議決権比率

株式取得直前に所有していた議決権比率   0％

取得後の議決権比率                   100％

⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が議決権比率を100％所有したためであります。

　

(2) 四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業

績の期間

平成22年10月１日から平成22年12月31日まで

　
(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 340,000千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用 3,000千円

取得原価 　 343,000千円

　

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額

226,845千円

②  発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものであります。

③  償却の方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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(5) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半

期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高      1,000,000千円

経常利益       30,000千円

四半期純利益   16,000千円

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

関連会社に対する投資の金額 88,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,242,173千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 9,802千円

　
第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

関連会社に対する投資の金額 88,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,242,173千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 17,415千円
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

　 　

　 874.36円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,409,447

普通株式に係る純資産額(千円) 3,409,447

差額の主な内訳(千円) ―

普通株式の発行済株式数(株) 4,140,000

普通株式の自己株式数(株) 240,654

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 3,899,346

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 575.58円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,375,874

普通株式に係る純資産額(千円) 2,375,874

差額の主な内訳(千円) ―

普通株式の発行済株式数(株) 4,140,000

普通株式の自己株式数(株) 12,221

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 4,127,779
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２  １株当たり四半期純利益等

　
第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 44.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 172,929

普通株式に係る四半期純利益(千円) 172,929

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 3,899,346

　

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 25.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 105,683

普通株式に係る四半期純利益(千円) 105,683

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,128,209
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第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 14.25円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 55,581

普通株式に係る四半期純利益(千円) 55,581

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 3,899,346

　
第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 17.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 71,586

普通株式に係る四半期純利益(千円) 71,586

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,128,209
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

大日本木材防腐株式会社

取締役会  御中

　

栄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    澤    田          博    印

　
社員
業務執行社員

　 公認会計士    横    井    陽    子    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日

本木材防腐株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第131期事業年度の第３四半期会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大日本木材防腐株式会社の平成21年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

大日本木材防腐株式会社

取締役会  御中

　

栄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    澤    田          博    印

　
社員
業務執行社員

　 公認会計士    横    井    陽    子    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日

本木材防腐株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成

22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大日本木材防腐株式会社及び連結子会社の平

成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当第３四半期連

結会計期間から新たに取得した東洋陸運株式会社を連結の範囲に含め、四半期連結財務諸表を作成している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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